
 

 

 

 
 

※「国の研究開発評価に関する大綱的指針」等に基づき、科学技術・学術審議会等において評価が行われているため、

当該評価をもって事前評価書に代えることとする。 
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・達成目標 

蓄積された知見、技術を活用し、医学・薬学への貢献、産業応用に向けて生命現象がさらに解明される。 

 

・成果指標（アウトカム） 

成果の活用状況 

（実績：活用事例/目標：蓄積された治験、技術の医学・薬学への貢献、産業応用） 

 

 

（注）本事業評価の対象とする「脳科学研究戦略推進プログラム・脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト」は、

「目標・指標シート」（施策目標１０－１）に記載する達成手段「脳科学研究戦略推進プログラムに必要な 

経費」の内数である。 

●目標 

●関係局課（課長名） 

●審議会等メンバー 

●審議会等名称 

●主管課（課長名） 
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脳科学研究戦略推進プログラム・脳機能ネットワークの全容 

解明プロジェクト（拡充） 
平成26年度要求額：893百万円 
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事前評価票 

 

（平成２５年８月現在） 

１．課題名 革新的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト（新規） 

２．開発・事業期間 平成２６年度～ 

３．課題概要 

本プロジェクトでは、脳科学委員会作業部会にて取りまとめた「革新的技術による霊

長類の神経回路機能全容解明構想の推進方策について（中間取りまとめ）」（平成２５年

７月２３日）を踏まえ、我が国が世界に対して強みを持つ霊長類の遺伝子操作技術及び

光学系技術を活用し、ヒトに近い高次脳機能を持つ霊長類（マーモセット）の神経回路

に関する全脳の構造と活動のマップを作成する。更にヒトの精神・神経活動にとって重

要な神経回路等に対応する霊長類の神経回路を特定し、その機能をニューロンレベルで

解明することにより、脳機能ネットワークの全容解明を行う。また、この成果を精神・

神経疾患の克服につなげていくための技術開発を並行して行うとともに、神経回路の解

明に必要な革新的な技術開発により、精神・神経疾患の克服や新しい情報理論創出のた

めの基盤を構築する。 

 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

近年、うつ病をはじめとする精神疾患や、自閉症などの発達障害の患者数が増加する

とともに、急速な高齢社会の進行に伴い、認知症等の介護を要する患者数の増加が大き

な社会問題となりつつある。 

これまでの脳科学研究では、神経細胞の機能について分子生物学や遺伝子操作技術に

よりミクロレベルで解析する技術、また他方で脳の構造と機能についてＭＲＩ等により

マクロレベルで解析する技術等が開発され、ミクロとマクロの両面からの脳の理解が進

みつつある。しかしながら、現状では神経細胞がどのように神経回路を形成し、どのよ

うな情報処理を行い、全体として人間の精神・神経活動が実現されているのかを結びつ

けた統合的な理解ができていない。このことから、ヒトの精神・神経活動の理解及び精

神・神経疾患の克服のためには、神経回路の全容を明らかにすることが必要である。ま

た、欧米において本年発表された新規の大型プロジェクトにおいても、同様のアプロー

チによる実施が計画されている。 

霊長類であるマーモセットは、前頭葉が非常に発達していることなどに加え、遺伝子

操作技術を適用することが可能であり、かつ我が国が技術的に世界をリードしているこ

とから、ヒトの脳の神経回路の全容解明を行う上で、マーモセットの脳の全容解明を行



  

うことが極めて有用である。 

本プロジェクトにより霊長類の脳の理解が進むことにより、ヒトの高次脳機能障害に

関する診断・予防・治療法が確立出来ることが期待されるほか、脳の高次情報処理機能

の計算論的解明により、創造性を有する機械、ヒトと共生するロボットの開発、新しい

コミュニケーションツール、超低消費エネルギーの計算機システムなど、将来的に新し

い社会の創成に貢献する技術の開発につながることが期待される。また、このようなヒ

ト脳の情報科学的理解は、教育、訓練、危機管理、組織運営、メディア理論、経済、産

業など様々な領域において応用可能であり、人間社会の発展につながることが期待され

る。 

また、「健康・医療戦略」（平成 25 年 6 月 14 日関係大臣申合せ）において、「認知症や

うつ病といった精神・神経疾患の克服や新しい情報処理技術の確立につながる高次脳機

能を担う脳神経回路・機能の解明に向けた技術開発及び研究開発を進める」ことが明記

されており、本プログラムを推進する必要がある。 

以上より、精神・神経疾患の克服並びに情報処理技術の高度化のためには、本プロジ

ェクトの推進が必要である。 

  

（２）有効性 

  本プロジェクトにおいて、マクロレベルとミクロレベルでの研究をそれぞれ格段に発

展させつつ、これらの統合によるヒトの脳の理解と、精神・神経疾患の克服を目指すア

プローチは、国際的な潮流であり、有効性の高いものであると期待できる。 

  また、ヒト脳疾患において障害がおきている神経回路に対応するマーモセットの神経

回路をトランスレータブルな脳・行動指標を用いて同定し、革新的神経回路操作技術に

よって神経回路と脳機能障害の因果関係を証明することができれば、脳疾患シミュレー

ションやその創薬への応用などの革新的技術の創出が可能となる。また、精神・神経疾

患の理解と治療戦略の開発も飛躍的に加速されることが期待できるものである。 

   

（３）効率性 

本プロジェクトでは、我が国において強みのある計測技術等の高度化、革新的な技術

開発、ヒト脳とマーモセット脳の構造・活動の対応付けを行うための技術開発等を結集

することにより、効率的に推進できるものと期待される。 

また、「脳科学研究戦略推進プログラム」においては、既存課題として、「社会的行動

を支える脳基盤の計測・支援技術の開発（課題Ｄ）」、「心身の健康を維持する脳の分子基

盤と環境因子の研究（課題Ｅ）」、「精神・神経疾患の克服を目指す脳科学研究（課題Ｆ）」

及び「脳科学研究を支える集約的・体系的な情報基盤の構築（課題Ｇ）」等の研究開発拠

点が整備されている。平成２５年度からの新規課題としては、脳科学研究や創薬開発を

推進する基盤強化のため、精神・神経疾患に対するモデルマーモセットの遺伝子改変等

による創出及び低コストでの供給を可能とする普及体制の整備を推進することとしてお

り、これらの課題の成果を生かすとともに連携を強化することによって、より効率的に



  

精神・神経疾患の克服に貢献することが期待できる。 

 

５．総合評価 

  近年、多くの社会的損失をもたらす精神・神経疾患患者の増加が問題となってきてお

り、それらの克服のための基盤構築として、革新的技術の開発によって実現される脳機

能ネットワークの全容解明は不可欠である。霊長類（マーモセット）の遺伝子操作技術

は、「脳科学研究戦略推進プログラム」等により、世界に先駆けて日本で開発された技術

であり、我が国はこの分野で世界をリードする位置にある。本プロジェクトを通して、

現代脳科学の中で細分化、分断化されて進められている研究諸領域を結びつけ統合し、

更に技術革新によってブレイクスルーを起こし、我が国の独自性を活かしつつ脳の理解

を飛躍的に前進させることは、精神・神経疾患の克服や情報処理技術の高度化に大いに

貢献することが期待できることから、本プロジェクトを世界に先駆けて実施することは

極めて重要である。 

  なお、本プロジェクトの推進に当たっては、動物愛護管理法で定められている３Ｒ

（replacement, reduction, refinement）を十分に考慮した研究体制を構築するほか、

倫理的・法的・社会的課題（ＥＬＳＩ）を想定し、適切に検討することが必要である。 

 

 



  

 


